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平成２６年度 指定管理者事業報告概要及び評価 

報告期間：平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

施 設 名 大和市障害者自立支援センター 

指定管理者 社会福祉法人すずらんの会 理事長 大長義信 

指 定 期 間 平成２３年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

１．事業報告概要 

  【業務実施状況】 

（ア）就労移行（訓練）支援事業 

利用者数 ２８人 

就労者数 ９人 

年間受託額 6,005,312円 

平均工賃／月（利用者） 20,343円 

平均工賃／月（就労訓練パートナー） 19,332円 

 

（イ）相談支援事業 

＜相談件数＞ 

 生活相談 就労相談 計 

障がい児 １１０ ５ １１５ 

身体障がい者 １７１ ５８ ２２９ 

知的障がい者 ８６４ ６２７ １，４９１ 

精神障がい者 １，３４５ ４２２ １，７６７ 

その他 ２０７ ９４ ３０１ 

計 ２，６９７ １，２０６ ３，９０３ 

 

＜就労者数＞ 

２５人 

 

（ウ）自立支援協議会の状況 

内容 実施回数 参加者 

支援方針検討会議 １２回 市内相談支援事業所、市障がい福祉課 

自立支援協議会定例会 ３回 各部会（児童・精神・身障・自立生活支援）、居宅介

護事業所、障がい福祉施設、相談支援事業所、学校

関係者、保健福祉事務所、市障がい福祉課、事務局 

事務局会議 １１回 相談支援事業所、市障がい福祉課、事務局 

 

（エ）自主事業の実施状況 

＜イベントの実施状況＞ 

障がい者の余暇支援や地域住民との交流事業として各種イベントを実施しました。 

事業数 １１ 

開催日数 １７日 

参加人数 ３５５人 

 



 

 2 

＜交流空間貸出の状況＞ 

市内障がい者団体の会合や打ち合わせの場として交流空間を貸し出ししました。 

団体数 １５ 

回数 ９１回 

利用者数 ７８６人 

 

＜喫茶コーナー Cafeふらっと＞ 

交流スペースの一角で地域の人たちに市内就労継続支援Ｂ型事業所フレッシュゾーン・ボイスで焙

煎したコーヒーや、紅茶、ジュース、クッキー、ケーキなどを販売しました。また、接客体験プログ

ラム（職場体験実習）では、フレッシュゾーン・ボイスの利用者延べ６８人が職場体験実習を行いま

した。 

 

＜パソコン教室＞ 

パソコンに触れる機会やスキルアップの機会としてパソコン教室を開催し、１６７人が利用しまし

た。また、自主学習用としてセンター内にパソコンコーナーを設置しました。 

 

＜障がい児向け夏休み企画＞ 

市内児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所と協働で障がい児向け夏休み企画を開催。

市内小中学校や特別支援学校教員の協力を得ながら、障がい児及びその保護者を対象として、様々な

余暇活動を実施し、延べ１０３人が参加しました。 

 

＜ストーマ装具預かり（保管）事業＞ 

公益社団法人日本オストミー協会神奈川支部と協定を結び、災害時対応として８人がストーマ装具

を支援センターに保管しています。 

 

＜チャレンジ雇用事業＞ 

平成２３年度から就労を希望する方と１年間の有期雇用契約を結び、館内清掃業務に従事し、職業

スキルを身につけ雇用契約期間内に一般企業への転職を支援するチャレンジ雇用事業を実施していま

す。事業開始から３名の方が、当事業を利用し一般企業に転職しており、平成２６年１２月からは、

身体障がいの方を雇用し、プログラムを継続しています。 

 

（オ）施設維持管理 

毎日実施 館内清掃、機械警備（閉館時常時） 

※館内清掃は、チャレンジ雇用（雇用型就労訓練） 

定期実施 年４回：ガラス・床清掃 

年２回：消防設備点検、 館内消毒（害虫駆除） 

不定期実施 自動ドア点検、空調設備の維持管理 
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２．収支決算概要 （単位：円） 

＜福祉事業活動による収支＞  

  
一般相談・自
主事業等 

就労移行支援
事業 

障害児相談支援 
・計画相談支援 

計 

収
入 

指定管理料 

（市が指定管理者に支払った金額） 
28,000,000   28,000,000 

訓練等給付費・サービス利用計画

作成費 
（法令等に基づき国等が指定管理者に支払
った給付費） 

 40,394,891 8,754,652 49,149,543 

利用者負担金 
（法令等に基づき利用者が指定管理者に支
払った負担金） 

 181,984  181,984 

特定費用収益  5,000  5,000 

補助事業収入 
（法令等に基づく補助金） 

 30,000  30,000 

拠点・サービス区分間繰入金収入  918,185  918,185 

その他 
（寄付金・雑収入等） 

1,504,062 344,663  1,848,725 

計 29,504,062 41,874,723 8,754,652 80,133,437 

支
出 

人件費 
(指定管理者が雇用した職員の給料・諸手
当・法定福利費など) 

30,720,094 24,547,950 12,344,287 67,612,331 

事務費 
（指定管理者が支払った施設管理などの委

託費など） 
4,223,460 3,077,522 1,636,212 8,937,194 

事業費 
（指定管理者が支払った材料費など） 

864,793 140,414 76,962 1,082,169 

経理区分間繰入金支出※  2,685,258  2,685,258 

計 35,808,347 30,451,144 14,057,461 80,316,952 

収支差額 -6,304,285 11,423,579 -5,302,809 -183,515 

※法人が運営する各施設の人事、財務等事務を法人本部が一括して行っており、本部経費とし各施設の職員

数按分により分担金を本部会計に支出しています。 

 

＜就労支援事業活動による収支＞ 

 
就労移行支援事業 

収入 就労支援事業収入（作業収入等） 6,736,716 

計 6,736,716 

支出 就労支援事業販管費 6,634,482 

計 6,634,482 

収支差額 102,234 

 

 
一般相談・自主事業等 就労移行支援事業 計画相談 計 

収支差額合計 -6,304,285 11,525,813 -5,302,809 -81,281 
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３．管理運営に対する評価等 

指定管理者の管理運営に対する市の評価は次のとおりです。 

評価にあたっては、平成２７年８月５日に福祉行政にかかわる指定管理者評価委員会からの意見聴取を

行いました。 

評価の視点１：施設を利用する者に対し、平等な利用の確保及びサービスの向上が図られたか 

【就労移行支援事業】 

・ 精神保健福祉士や臨床発達心理士などの有資格の専門職員など県基準を超える人員を配置した他、相談

支援事業の専門職員との連携により、利用者一人ひとりのニーズに応じたきめ細やかな専門的支援が行

われています。 

・ 苦情解決に関する規則に基づき、第三者委員による就労移行支援事業の利用者への聞き取り、施設内の

意見箱等を通じて利用者意見を聴取し運営に活かしました。 

【相談支援事業】 

・ 臨床発達心理士や精神保健福祉士など有資格の専門職員を配置し、増加傾向にある精神障がいや発達障

がい者からの相談に応じるとともに、支援力強化やジョブコーチ支援に努めています。 

【地域交流事業】 

・ 施設を利用したイベント企画やカフェ事業を通じ、施設と利用者、地域との交流が行われています。 

【地域連携事業】 

・ パソコン教室、障がい児向け夏休み企画、ストーマ装具の預かり事業など、地域と連携した事業に取り

組んでいます。 

・ 自立支援協議会事務局として会議を主催し、障害者週間には活動紹介や自主制作製品の販売など啓発活

動を積極的に行いました。 

評価の視点２：施設の効用が最大限に発揮された事業運営が行われたか 

【就労移行支援事業】 

・ 施設外就労の充実や対人関係に関する相談、助言、パソコンスキル習得プログラムなどの取り組みの結

果、利用者９名の就職に結びついています。また、施設外就労先や受託作業を増やすことにより、新た

な職種での訓練に取り組みました。 

・ 利用者の平均工賃が昨年度より増えています。（２５年度１６，２６３円 ２６年度２０，３４３円） 

・ 就労支援基幹センターとして、市内障がい福祉施設の工賃向上、施設外就労の場の確保を目標に共同受

注を行い支援センター事務局を担いました。 

【相談支援事業】 

・ 大和公共職業安定所に設置されている「ワンストップ相談」に相談員を派遣するなど関係機関との連携

強化に努めました。 

・ 特に就労相談に力点が置かれ、利用者２５名が就職しました。この就労実績は例年に比べ、多くなって

います。 

【地域交流事業】 

・ 喫茶コーナーでは、障がい者の職場体験実習の場として接客体験プログラムを行い、活用の幅を広げて

います。 

【地域連携事業】 

・ 施設内での雇用型就労訓練のチャレンジ雇用事業を継続し、チャレンジ雇用利用者の一般企業への転職

も達成しています。 
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評価の視点３：施設の適切な維持及び管理が図られたか 

・ 『公共建築物「管理マニュアル」』に基づく定期点検など、適切な施設の維持管理が行われています。 

・ 「大和市環境マネジメントシステム」に基づき、環境に配慮した施設運営が行われています。 

・ 定期的な防災訓練が行われています。 

評価の視点４：施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有しているか 

・ 社会福祉士や精神保健福祉士などの有資格職員を適正に配置し、施設の管理運営を安定的に行うととも

に、利用者へのきめ細やかな就労相談や生活支援を行っています。 

・ 事業収支は赤字となりましたが、主な原因は相談支援事業や就労相談対象者の増加等による人件費の増

に伴うものであり、今後は、就労移行自演事業尾利用率向上による増収や事務業務の効率化による支出

削減に努めます。また、収入では就労移行支援の利用率増や計画相談事業での収入増により予算額を上

回りました。 

 

 


